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既存施設解体に係る協定書（案） 

若草集会所更新プロジェクト（以下「本事業」という。）に関して、広島市（以下「市」

という。）と●●●●●●株式会社（以下「代表企業」という。）、●●●●●●株式会社、

●●●●●●株式会社、●●●●●●株式会社（以下、総称して「参加企業」という。）（代

表企業及び参加企業を総称して「事業者グループ」という。）との間で、若草集会場更新プ

ロジェクトに関する事業実施協定書（令和〇年〇月〇日締結、以下「実施協定書」という。）

第９条の規定に基づき、次のとおり、既存施設解体に係る協定（以下「本協定」という。）

を締結する。なお、本協定で用いる用語の意味については、本協定で特に定める場合を除き、

実施協定書で定める定義に従うものとする。 

 

（既存施設解体の対象範囲等）  

第１条 事業者グループは、本協定に基づき、次の各号に定める物件を解体する。 

(1) 事業者の提案に基づく既存施設の解体計画に関し書面により市と合意したもの 

(2) 地中埋設物 

(3) 本事業で整備する民間複合ビルに干渉する遊具・外構 

２ 事業者グループは、前項の解体によって生じる建築資材等の廃棄物のほか、設備機械等

の残置物の処分を、前項に定める解体の一部として行うものとする。 

３ 事業者グループは、前２項に規定する解体を行うに当たり、解体工事設計書（以下「解

体設計書」という。）を作成し、あらかじめ書面により市に提出し、承認を得なければな

らない。 

４ 事業者グループは、解体に際し、残置しようとする物が発生する場合には、市と協議を

行い、市が認めた場合に限り残置できるものとする。 

 

（業務範囲） 

第２条 事業者グループは、既存施設の解体や除却並びに周辺環境への影響調査、地質調査、

敷地測量、解体設計書の作成、工事など、必要となる一切の業務を実施するものとする。 

２ 事業者グループは、解体に際し、市の要請及び関係法令等に基づき、関係機関との協議

を行い、必要な調査、諸手続及び許可等の取得を行うものとする。 

 

（解体期間） 

第３条 事業者グループは、既存施設の解体について、事業者グループが市に提案したスケ

ジュールに基づき実施するものとする。ただし、市と事業者グループ協議の上、書面によ

り合意した場合は、この限りではない。 

 

（地域への配慮）  
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第４条 事業者グループは、既存施設の解体の実施に際し、近隣住民等に事前に事業の説明

（以下「事前説明」という。）を行い、地域へ配慮するものとする。なお、近隣住民等か

らの要請又は市からの要請などがある場合には、要請内容に応じた近隣住民等に対する

説明会等（以下「説明会等」という。）を開催しなければならない。 

２ 事業者グループは、事前説明に関する資料を、あらかじめ市に提出しなければならない。  

３ 事業者グループは、説明会等を開催しようとする場合は、あらかじめ書面により市に通

知し、説明会等に関する資料を市に提出しなければならない。  

４ 前２項の資料については、必要に応じ市と事業者グループ協議の上、資料の内容を調整

するものとする。  

５ 事業者グループは、説明会等を開催した場合は、速やかに書面により市に報告しなけれ

ばならない。  

６ 市は、事業者グループから、説明会等の開催に関し、協力を求められた場合は、協力す

るよう努めなければならない。  

７ 事業者グループは、近接する民地の建物等の調査を実施し、周辺環境への影響を確認し

なければならない。なお、周辺環境への影響が生じた場合、事業者グループの責任におい

て対応しなければならない。 

 

（既存施設解体の作業及び報告）  

第５条  事業者グループは、既存施設の解体期間中、法令等を遵守し、善良な管理者の注意

をもって解体を行わなければならない。  

２ 事業者グループは、既存施設の解体期間中に事故等が発生した場合は、自己の責任にお

いて直ちに対応しなければならない。  

３ 前項の場合、事業者グループは、事故等の状況を市に直ちに報告の上、速やかに書面に

より通知しなければならない。  

４ 事業者グループは、近隣住民の負担が最小限になるよう、交通安全対策、騒音、塵埃、

振動及び悪臭等の対策を講じなければならない。 

５ 事業者グループは、既存施設の解体に伴う苦情等のある場合は、自己の責任において善

処解決しなければならない。 

６ 事業者グループは、既存施設の解体に際し、解体・伐採・抜根等の可否に疑義のあるも

のについて、事前に市の承認を得るものとする。  

７ 事業者グループは、既存施設の解体の進捗状況を、適宜市に報告しなければならない。  

 

（既存施設解体の完了） 

第６条 事業者グループは、既存施設の解体が完了した場合は、直ちに文書で市に通知し、

実施記録及び記録写真等による実施報告書など市が求める書類を提出しなければならな

い。なお、市は、必要に応じ、既存施設の解体期間中の現地確認及び完了を確認するため
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の現地確認を行うものとする。 

 

（既存施設解体に要する費用の支払額及び限度額）  

第７条 事業者が本協定に基づき行う既存施設の解体について、解体に要する費用の相当

額として市は金●●円の範囲内で相当額を支払う。既存施設の解体に要するものとして

認める費用は次の各号に該当する費用とする。 

【既存施設の解体工事費相当額】 

⑴ 解体工事に係る周辺環境への影響調査費用 

⑵ 解体工事に係る地質調査費用 

⑶ 解体工事費用（既存施設・立木・埋設物等解体撤去、廃棄物・残置物処分、解体設計、

積算、各種申請に伴う調査等に係る費用）  

⑷ その他、本協定において事業者グループが講ずるべき措置（敷地測量、事前説明、説

明会等）や解体の実施に当たり必要不可欠な経費  

【既存施設の解体工事期間中の借地料相当額】 

⑸ 定期借地権設定契約にもとづき事業者グループから市に支払う借地料の内、解体期

間中に生じる借地料相当額 

２ 前項に定める金額は、解体業務が完了することを条件として市は事業者に支払うもの

とする。 

３ 第１項に定める金額には、事業実施協定書第２条第１項第７号に本件建物と定める民

間複合ビル及びその他整備に必要な諸手続並びに許可の取得に要する経費は一切含まな

いものとする。 

４ 第１項に定める金額は、解体期間の延長等いかなる事情が発生しても、事業者グループ

の都合によりこれを増額変更しない。ただし、事業者グループの責に帰さない事由により、

既存施設の解体に要する費用が第１項に定める金額を超えることが明らかとなった場合

に限り、市及び事業者グループが協議の上、広島市議会における関連議案の議決を得た時

には、市はこれを増額変更することができる。 

 

（既存施設解体に要する費用の支払方法）  

第８条 事業者グループは、市が第６条の規定による既存施設の解体の完了を確認した後、

第６条に規定する書類のほか、市が求める書類により、既存施設の解体に要する費用の支

払を市に請求するものとする。 

２ 市は、前項に規定する請求があったときは、請求に係る書類等の審査を行うものとする。 

３ 市は、前項に規定する審査の後、既存施設の解体に要する費用を交付すべきものと認め

た場合は、費用の交付及びその額を確定し、事業者グループに通知するものとする。  

４ 市は、前項に規定する通知の後遅滞なく、事業者グループに既存施設の解体に要する費

用を支払うものとする。  



4 

 

（保証金）  

第９条  本協定に係る保証金については、広島市契約規則（昭和３９（１９６４）年広島市

規則第２８号）第３０条及び第３１条の規定により取り扱う。  

２ 市は、本協定にもとづく既存施設解体に要する費用の増額変更を行うとき、増額となっ

た金額で保証金額を積算し直すこととし、事業者グループに不足する額を追加で納付さ

せることができるものとする。 

 

（本協定の解除） 

第１０条 市は、事業者グループの責に帰すべき事由により、事業者グループが次の各号の

いずれかに該当するときは、本協定を解除することができる。  

⑴ 第１条に定める範囲と異なる範囲の解体等を行ったとき。  

⑵ 第３条に規定する事業者グループが提案したスケジュールを著しく遅延したとき。  

⑶ 既存施設の解体等の作業により、市に重大な損害を与えたとき。  

⑷ 不正な手段により既存施設の解体に要する費用の支払を受けたとき。  

⑸ その他、事業者グループが本協定の規定に違反し、市がその是正を求めたにもかかわ

らず、市の求める期間内に当該違反が是正されないとき。 

 

（損害賠償）  

第１１条 前条の規定により本協定が解除されたため市に損害が生じたときは、事業者グ

ループは、その損害に相当する金額を損害賠償金として市に支払わなければならない。  

 

（必要費用等の保証） 

第１２条 事業者グループは、第１０条の規定により本協定が解除された場合において、事

業者グループが解体に関する費用を支出した場合であっても、その補償を市に請求する

ことができないものとする。 

 

（疑義等の決定）  

第１３条 本協定に関し疑義のあるとき、又は本協定に定めのない事項については、市及び

事業者グループは、誠意をもって協議して、定める。  
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以上、本協定の締結を証するため、本協定の正本●通を作成し、市、代表企業及び参加企

業がそれぞれ記名押印して各自その１通を所持する。 

 

令和 年 月 日 

 

市 

広島市中区国泰寺町一丁目６番 34 号 

広島市 

 代表者 広島市長 松 井 一 實 

 

事業者グループ 

代表企業 

所在地 

社 名 

代表者 

 

参加企業 1 

所在地 

社 名 

代表者 

 

参加企業２ 

所在地 

社 名 

代表者 

 

参加企業３ 

所在地 

社 名 

代表者 

 

参加企業４ 

所在地 

社 名 

代表者 

 


